

	
１　従業者の員数
２　介護支援専門　　　員

３　管理者

４ 管理者の責　　　  務

５　勤務体制の確　　　保

６　定員の遵守


	介護予防の指定を受けている場合は「小規模多機能型居宅介護」を「介護予防小規模多機能型居宅介護」と読み替える

(1)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は，夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たる介護従業者が，常勤換算方法で，通いサービスの利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上となっているか。
(2)　(1)のほか，常勤換算方法で，訪問サービスの提供に当たる従業者が１以上となっているか。
[サテライト事業所について，本体事業所の職員により処遇が適切に行われると認められる時は，常勤換算によらず，１以上で可]
(3)　夜間及び深夜の勤務時間帯を通じて，夜間及び深夜の勤務に当たる介護従業者の員数を１以上，宿直勤務に当たる介護従業者の員数を１以上置いているか。
   　
ただし，宿泊サービスの利用がなく，夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは，宿直勤務並びに夜間及び深夜の勤務を行う介護従業者を置かないことができる。
[サテライト事業所について，本体事業所の職員により処遇が適切に行われると認められるときは，宿直勤務者を置かないことができる]

(4)　(1)から(3)の従業者のうち１以上の者は，常勤であるか。

(5)　(1)から(3)の従業者のうち１以上の者は，看護師又は准看護師であるか。
[サテライト事業所について，本体事業所の職員により処遇が適切に行われると認められるときは，置かないことができる]

(1)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は，介護支援専門員を１以上置いているか。

(2)　(1)の介護支援専門員は，別に市長が定める研修を修了しているか。

[サテライト事業所について，本体事業所の介護支援専門員により計画作成が適切に行われるときは，別に市長が定める研修を修了している者で可]

(1)　 指定小規模多機能型居宅介護事業者は，専らその職務に従事する常勤の管理者を置いているか。

　 　ただし，次に掲げる場合はこの限りではない。

①　当該小規模多機能型居宅介護事業所の従業者としての職務に従事する場合
②　事業所に併設する「平24条例47第83条第６項（平24条例52第45条第６項）」の表の当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職務に従事する場合
　　③　同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務若しくは介護予防・日常生活支援総合事業（第１号介護予防支援事業を除く。）に従事する場合
(2)　管理者は，特別養護老人ホーム，老人デイサービスセンター，介護老人保健施設，介護医療院，指定小規模多機能型居宅介護事業所，指定認知症対応型共同生活介護事業所，指定複合型サービス事業所（第195条に規定する指定複合型サービス事業所をいう。）等の従業者又は訪問介護員等として，３年以上認知症である者の介護に従事した経験を有し，別に市長が定める研修を修了している。
[サテライト事業所について，本体事業所の管理上支障がない場合は，本体事業所の管理者をもって充てることができる]

(1)　指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は，当該小規模多機能型居宅介護事業所の従業者の管理及び指定小規模多機能型居宅介護の利用の申込みに係る調整，業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っているか。

(2)　指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は，当該小規模多機能型居宅介護事業所の従業者に，「平24条例47第５章第４節（平成24条例52第３章第４節）」の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行っているか。
(1)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は，利用者に対し適切な指定小規模多機能型居宅介護を提供できるよう，指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めているか。

　　 具体的には，原則として月ごとの勤務表を作成し，小規模多機能型居宅介護従業者の日々の勤務時間，常勤・非常勤の別，看護職員，介護職員及び介護支援専門員の配置，管理者との兼務関係等を明確にしているか。

(2)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は，指定小規模多機能型居宅介護事業所ごとに，当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者によって指定小規模多機能型居宅介護を提供しているか。

　　 ただし，利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については，この限りでない。

(3)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は，小規模多機能型居宅介護従業者の資質の向上のために，その研修の機会を確保しているか。この場合において、当該指定小規模多機能型居宅介護事業者は、全ての小規模多機能型居宅介護従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第8条第2項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じているか。
　 ※認知症に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置は，令和6年3月31日まで努力義務（令和6年4月1日より義務化）。
(4)　指定小規模多機能型居宅介護事業者は、適切な指定小規模多機能型居宅介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより指定小規模多機能型居宅介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じているか。

指定小規模多機能型居宅介護事業者は，登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えて指定小規模多機能型居宅介護の提供を行っていないか。
ただし，通いサービス及び宿泊サービスの利用は，利用者の様態や希望等により特に必要と認められる場合は，一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないものとする。なお，災害その他のやむを得ない事情がある場合は，この限りでない。
（特に必要と認められる場合の例）

・登録者の介護者が急病のため，急遽，事業所において通いサービスを提供したことにより，当該登録者が利用した時間帯における利用者数が定員を超える場合

・事業所において看取りを希望する登録者に対し，宿泊室においてサービスを提供したことにより，通いサービスの提供時間帯における利用者数が定員を超える場合

・登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供するため，通いサービスの利用者数が定員を超える場合
・上記に準ずる状況により特に必要と認められる場合
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第三 四の２(２)①
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第46条第３項
平18基準解釈通知
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	・職員名簿

・職員勤務表等
・勤務方法等勤　　務時間がわか　　る書類(サテ　　ライト事業所　　の場合，本体　　事業所分を含　　む。)
・同上
・同上

・組織規程

・運営規程

・職務分担表

・業務日誌　等

・組織規程

・運営規程

・職務分担表

・業務日誌　等

・就業規則

・運営規程

・雇用契約書

・勤務表

・勤務表

・研修受講修了　　証明書

・研修計画

・業務日誌　等
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※平24条例47：「福山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」
(平成24年条例第47号)
※平24条例52：「福山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例」（平成24年条例第52号）
※平18基準解釈通知：「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」

(平成18年3月31日　老計発0331004号，老振発0331004号，老老発0331017号)
自己点検シート（基準）





（事業所名）








　（指定小規模多機能型居宅介護）　　　　　
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